
老 発 第 0 3 3 1 0 2 3 号

平成１８年３月３１日

各 都道府県知事 殿

厚生労働省老健局長

「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の

一部を改正する省令」の施行に伴う通知の廃止について

「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正

する省令 （平成１８年厚生労働省令第７９号）附則第２条の規定により 「指定居」 、

宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準第百九十四条に規定する講

習会を指定する省令 （平成１４年厚生労働省令第１２１号）が廃止され、それに」

伴い 「福祉用具専門相談員指定講習会の指定について （平成１１年６月９日老発、 」

４３７号厚生省老人保健福祉局長通知）を平成１８年３月３１日をもって廃止する

こととしたので、御了知の上、関係団体、関係機関等にその周知徹底を図るととも

に、その運用に遺憾のないようにされたい。

また、福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与並びに特定福祉用具販売及び特定

介護予防福祉用具販売については 「介護保険法等の一部を改正する法律 （平成１、 」

７年法律第７７号）及び「介護保険法施行令等の一部を改正する政令 （平成１８」

年政令第１５４号）の施行に伴い、平成１８年４月１日以降は、介護保険法施行令

第３条の２の規定に基づき、同条第１項に規定する福祉用具専門相談員から、福祉

用具に関する専門的知識に基づく助言を受けて行われることとなり、同条同項第１

０号に規定する都道府県知事が行う福祉用具専門相談員指定講習事業者の指定につ

いては、同条第２項及び第３項、介護保険法施行規則第２２条の３１、第２２条の

３２、第２２条の３３及び第２２条の３４並びに「介護保険法施行規則第二十二条

の三十三第二号の厚生労働大臣が定める講習の内容 （平成１８年厚生労働省告示」

第２６９号）において規定されているところである。

なお、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準第百九十四

条に規定する講習会を指定する省令により指定されている講習会については、介護

保険法施行令等の一部を改正する政令附則第１８条第１項及び「介護保険法施行令

等の一部を改正する政令附則第十八条第一項の規定に基づき厚生労働大臣が指定す

る者 （平成１８年厚生労働省告示第３１８号）により、平成１８年４月１日に介」

護保険法施行令第３条の２第１項第１０号の指定を受けたものとみなされることと

なるので、御了知の上、その運用に遺憾のないようにされたい。


